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経済社会の発展とボウモル同病
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1　問題の所在
　経済の発展につれて，1国の産業構造の比重が第1次産業（農林業，水
産業）から第2次産業（鉱業，製造業，建設業）へ，そして第3次産業（卸
・小売業，金融・保険・不動産業，運輸・通信業，電気・ガス・水道業，
その他のサービス業）へと移動してゆくことは，ペティ（W．Petty）＝ク
ラーク（Corlin　G．　Clark）＝クズネッツ（S．　S．　Kuznets）の経験法則と
してよく知られている。そして比重が第2次産業へ移動した初期の段階が
軽工業化，後の段階が重化学工業化と呼ばれたように，第3次産業に比重
が移った段階はサービス経済化と呼ばれるようになりたことがある。これ
は，第1次・第2次産業が一括して財貨産業とみなされ，第3次産業がほ
ぼサービス産業と同じものとみなされたためである。しかしながら，第3
次産業の内容は他の2産業以上に多岐にわたっており，そのような考察に
よっては事態の進展を正しく把握することは困難である。
　所得水準の上昇と自由（余暇）時間の増加によって，観劇，演奏会，ス
ポーツ，旅行，外食，カルチャー講習などへの参加が増加し，上級学校へ
の進学率の上昇と高学歴化によって，教育および文化・教養関係への需要
が増加しつつある。また都市化と入口集中によって，都府県および市の行
政サービスや犯罪・災害の防止と対策への需要が増大し，人口高齢化によ
って老人扶養や医療サービスへの需要が高まりつつある。さらにまた，マ
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イクロ・エレクトロニクス関連技術の発展と情報ネットワークの進展によ
って，情報や知識の生産と供給および需要が急増し，コンピュータ・プロ
グラム用ソフトウェアその他の研究開発に対する需要も増加しつつある。
このように現代の産業社会では，第3次産業のなかでも，広い意味での人
間労働そのものによって産出物の量と質が決定づけられる業種（政府・公
共機関も含む）に比重が移ってぎている。この意味で，現代社会はサービ
ス化社会とかソフト化社会とか呼ばれているが，この趨勢は将来に向かっ
てさらに進展してゆくであろう。このような社会が直面する大問題の1つ
は，人件費したがってサービス・コストの持続的な上昇であり，このため
に上述したさまざまな分野の財政問題が起こってくるのである。
　他方において，経済の発展，特に高度に化学・機械工学・電子工学化さ
れた産業社会の発展とともに，投入された人間労働そのものの質と量によ
って評価されるような産出物（演技・演奏芸術，絵画・陶器・ガラス工芸
品などの美術品や伝統工芸品など）は，余りにも高価となるために，個人
的には一部の富裕者を除いては入手不可能となるか，あるいは他の安価な
産業産出物によって完全に排除される。こうして，本来，人間の精神に安
らぎや充足ないし向上をもたらす価値ある産出物に代わって，人間労働は
資本その他の生産要素と同様，最終生産物を生産するための1手段として
投入されるにすぎない工場から，日々大量に生産される産出物が送り出さ
れ，われわれの社会を「物質的に」より豊かにしてゆくのである。このよ
うな，一見ますます豊かになってゆくかにみえる物質文明社会に内在する
諸問題については，これまで多くの人々によって論じられてきた。ここで
も，問題の背後にある原因の1つは，消滅してゆく産出物の労働コスト，
したがって価格の持続的な上昇である。
　このような事態は，われわれの経済社会の発展過程で不可避的に直面す
るものであることが，久しく前にボウモル（W．J．　Baumo1）によって明ら
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かにされた（本稿末の文献［1a］一これに若干修正・加筆がなされたものとして
［1b］がある）。その要点は次のようなものである（［1a］，　PP．415－7　and　419－
20，もしくは［1b］，　PP．425－7　and　433－4参照）。
　まず，問題の産出物は，その価値がその生産のために投入された人間労
働の量（と質一ここでは特に労働の質は考慮されていないが，これを考
慮することも重要であろう一）によって直接評価されるという点で，労
働が他の生産要素と同様に最終生産物を得るための1手段として投入され
るにすぎない，多くの工業産出物とは異なることである。後者の需要老は，
生産物価格と質が変わらない限り，投入される労働の量（と質）には関心
をもたない。それぞれの生産活動には，労働の役割にこのような差がある
ために，技術構造の差が生じ，労働生産性の動向に差が生じるのである。
すなわち，一方（多くの製造業）では，資本蓄積，革新，あるいは大規模
経済の利益を通して，労働投入量の持続的かつ累積的な削減が実現されて
ゆくが，他方（上述の伝統的産業や新しいサービス産業）では，このよう
なことは許されず，労働生産性の上昇が起こりうるとしても偶発的なこと
にすぎない。　（まず，半時間所要のホルン五重奏曲の例が挙げられている
が，この演奏には2．5人時の投入が必要であり，その投入短縮は絶対に許
されない。次の例は高速運輸機関の発達による兼任大学教授の通勤時間の
短縮であるが，このようなことが継続的に起こることはない。）
　労働生産性が持続的かつ累積的に上昇してゆく部門の賃金率はこれに伴
って上昇してゆくが，生産活動の技術構造の特質から労働生産性がほぼ固
定されている部門においても，労働力市場が完全に閉鎖的でない限り（現
実にはその通りであるが），賃金率はそれに伴って上昇してゆく。前者で
は生産性の上昇が賃金率上昇を相殺するのに役立つが，後者ではこのよう
な相殺作用はずっと小さい。したがって労働生産性の上昇しない諸部門に
おける相対費用（労働生産性の上昇する諸部門の生産費に対比した）は，
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必然的に上昇し，しかも持続的かつ累積的に限りなく上昇してゆくであろ
う。このような費用の上昇は，技術的に進歩する（労働生産性の上昇とい
う意味での）諸部門の，まさにその進歩によってもたらされるのであり，
ここでは資本蓄積や革新が停止してしまうと考えられる理由はまったくな
い。投入される人間労働の量（と質）によって産出物の価値が直接評価さ
れるような経済諸活動それぞれの技術構造に固有の「強力な諸力（power－
ful　forces）」が作動しており，このためにこれら諸活動における上述のよ
うな費用の上昇が不可避的となるのである。これを阻止しようとするいか
なる努力も，一時的には効を奏するとしても，この根元的な趨勢を変える
ことはまったくできない。
　ボウモルはこのような確信に基づいて，「強力な自力」によってもたら
される帰結を明らかにし，われわれが現在ならびに将来にわたりて直面す
るであろう，さまざまな経済諸問題を解明するための興味あるモデルー
技術的不均斉成長のマクロ・モデルーを構成した（［1aユ，　sects．1～3，あ
るいは［1bコ，　sects．1～4）。ここで最も重要で基本的な点は，技術構造上の
特殊性によって労働生産性が上昇しない経済諸活動における，費用の不可
避的な累積的上昇であるが，この仮説は，その後アリス・ヴァソダーミュ
ーレソ（Alice　Vandermeulen）セこよって「ボウモル氏病（Baumo1’s　Dis・
ease）」と名づけられた（［6］，また［2e］，　p．896n1参照）。
　そして数年間にわたって多くの論者により，モデル自体の検討・批判と
その含意に対する論評がなされた（本稿末の文献［2a］～［5］参照）。しかし
論者たちの誤解によるものも少なくなく，その責任の一端はボウモル自身
の説明不足にもあったとする認識（［2eコ，　p．896）から，それらの誤解を正
す彼のコメントと回答によって，論点と含意がいっそう明確にされること
になった。また論者のなかにはモデルの帰結（命題）が導かれる前提ない
し仮定について検討した者もあり（特に［2c］および［5コ），これによって命
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題が成立しうる条件が明確にされるとともに，それと反対の帰結が導かれ
る条件が明らかにされうることにもなった。さらにその後もボウモル自身
の研究と他の人々との共同研究が続けられ，経験的資料の検討と分析に基
づくそれらの成果が最近公刊された［7］。ここでボウモルの最初のモデル
の修正が行われているが，しかしながらなお長期的には上述の「強力な魔
力」が貫徹して作動していることが示されている。
　労働生産性を引ぎ上げがたい諸部門のコスト病（［7コ口p．807）あるいはボ
ゥモル卒病に起因する，前述のさまざまな分野で起こりうる症候群（ここ
でボウモル氏シンドロームと名づけてよいであろう）は，彼の過度に悲観
的な（［5］，P．292）洞察による単なる仮想症にすぎないのか・あるいは真性
のものなのであろうか。モデルの帰結は幅広い諸分野の現実的な問題への
適用が可能であるから，モデルをめぐって展開されてきたこれまでの議論
を考慮しつつ，ここでモデル自体を検討してみる価値があるであろう。
H　技術的不均斉成長のマクロ・モデル
　まず，ボウモルによって最初に提示されたモデルの考察から始めよう。
モデルの構成に先立って，マクロ経済モデルというものについて次のよう
な考えが述べられている（［1aコ，　p．415）。そのようなものが正当化されるの
は，現実に観察される諸現象の動向をそれによって洞察しうることにあ
る。マクロ・モデルでは多岐にわたる諸変数が集計されることになるが，
このためにミクロ経済分析のもつ優美さと厳密さが失われるのが普通であ
る。それでもマク冒・モデルが実際上の諸問題のしくみを説明し，政策の
ための指針を与えるのに成功してぎたのは，さらに厳密に念入りなしかた
で経済分析を行うことをある程度避けてきたからである，と。ここで考察
する基本モデルもこのような伝統に従って，その構造は初歩的なものであ
るとされているが，その通りである。
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　1．　モデル構成の前提
　いかなる経済モデルの構築にも，なんらかの仮定ないし前提が必要なこ
とはいうまでもないが，ここでは上述のような理由から，きわめて大胆な
4つの前提が置かれる（［1aコ，　sect．1，あるいは［1bコ，　sect．1参照）。
　　前提1：1国の経済諸活動は，それぞれに固有の技術構造によって，
　　　　　　労働生産性が持続的かつ累積的に上昇してゆく活動と，労働
　　　　　　生産性がほとんど上昇しないか偶発的にしか上昇しない活動
　　　　　　とに2分されうる。
　このような2分割は，生産性の上昇率に関して「任意の」区分線を引く
ことによるものではなく，諸活動における労働の役割に着目してかなり明
確になされうる，とされているが，これはすでに述べたところがら明らか
であろう。繰り返せば，労働は他の生産要素と同様に最終生産物を得るた
めの1手段として投入されるにすぎないのか，あるいは投入される労働の
量（と質）によって産出物の価値が直接評価されるのかという，当該活動
の技術構造によって，労働生産性の動向はある程度確定されるからである。
とはいえ，ボウモルも認めているように，この2分法は絶対的なものとい
うより，むしろ程度の問題であり，これら2つのやや極端な活動の間には
種々の中間的な活動が存在する。（このような中間的活動を考慮する実際
上の必要が後に認められて，修正モデルが最近提示されたのである［7］。）
　しかしながらここでは，労働生産性が比較的固定されている活動ないし
部門と，それが容易に引ぎ上げられうる活動ないし部門とに2介すること
は，きわめて現実的であり重要であるとされている。そして前者は「技
術的非進歩（technologically　nonprogressive）」活動ないし部門，後老は
「技術的進歩（technologically　progressive）」活動ないし部門と名づけら
れている（また［7］においては，前者は技術的「停滞（stagnant）」活動
ないし部門と呼ばれている）。しかし前者には芸術活動などが含まれてい
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るから，日本語訳した場合には不適切な表現ではなかろうか。以下では前
者を部門1，後者を部門2と呼ぶことにし，必要があれば，「技術的非進
歩」あるいは「技術的進歩」に代えて「生産性固定的」あるいは「生産性
上昇」ということにする。
　モデルにおいて本質的に重要なのはこの前提だけであり，他は単純化の
ためのものであって，必ずしも本質的なものではないとされている。
　　前提2：各経済活動において，労働費用以外の経費はすべて無視する。
　これはまったく非現実的ではあるが，これによって以下の数学モデルは
非常に簡単化される。（最初のモデルは簡単な数学モデルとして構成され
ているが，特に部門2の労働生産性の上昇は，革新，資本蓄積，および大
規模経済のすべてによってもたらされることは認められているから，これ
を明示的に考慮してモデルを拡張することも，もちろん可能である。これ
については後述参照。）
　　前提3＝両部門の時間当り賃金率は同一であり，常に歩調をそろえて
　　　　　　変化する。
　一方の部門の賃金率が他方に遅れて動く場合がありうるが，長期的には
あらゆる労働力市場間にある程度の労働力の移動性があるから，賃金格差
が無限に続くとは考えられない。しかしモデルを複雑化して，賃金水準と
その動きが両部門間で異なる場合を考慮することは容易である，とされて
いる。（前提3の部門間の賃金率完全波及は，非常にきびしい条件のもと
でのみ成立しうる，というコメント〔2d］もなされているが，ボウモル自
身の上述の指摘のため，この点は重視する必要はないであろう。）
　　前提4：貨幣賃金率は，労働生産性が上昇してゆく部門2の1人時点
　　　　　　り産出量と同じ速さで上昇する。
　これは必ずしも必要な前提ではないが，まったく非現実的であるとはい
えない。組織された労働者は，その生産性の上昇を知るのが遅くないか
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ら，それに合わせて賃上げ要求をするであろう。この前提は，モデルの絶
対価格水準の高さだけに影響を与えるにとどまり，決定的要素である相対
費用と相対価格には影響を及ぼさない，とされているが，これは後にみら
れる通りである。
　2．簡単な数学モデル
　以上の4前提に基づいて簡単な数学モデルが構成され，4つの命題が導
出される（［1aコ，　sect．2，あるいは［1bコ，　sect．2参照。しかし以下の記号は
ボウモルのものと必ずしも同じではない）。
　前提1により，国民経済は，労働生産性が固定的な部門1と労働生産性
が上昇してゆく部門2の2部門に分割しうるものとされる。そして前提2
により，労働投入のみが考えられるから，時点tにおける各部門の産出量
YlbおよびY2tは，それぞれの部門の労働投入量（人時）LltおよびL2。
のみによって決定されるものとされる。技術進歩の程度は，単位労働（1
人時）当り生産性の上昇率で測られるが，部門1ではそれがゼロであり，
部門2ではそれが一定率rで累積的に上昇してゆくものとされ，各部門の
産出量は，
　　　（1）　　　Ylt＝a1Llt
　　　　　　　　Y2bコa2L2Le「t
によって決定されてゆくものとされる。ここにeは自然対数の底，a1と
a2は定数である。
　前提3により，時点tにおける単位労働当りの賃金は両部門ともに等し
く，w、であるものとされ，　w、は，前提4により，部門2の労働生産性と
同じ率で上昇してゆくものとされるから，
　　　（2）　　w。＝we「t
となる。ここにwは初期値（ある定数）である。
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　以上の簡単なモデルから，ボウモルは4つの命題を導くが，これらは多
くの論者によって問題とされたところであるから，ここでは若干補足しな
がら彼の議論をたどることにしよう。
　3．命題
　まず各部門の産出量1単位当りの費用cltおよび。2tについてみると，
　　　（3）　　　Ci右＝w。工1ε／Y1右＝we「t／al
　　　　　　　　c2む＝Wt五2し／Y2b＝w／a2
となる。また相対費用は
　　　（4）　　　C1七／C2し＝（Llt／Ylt）／（L2t／Y2し）二a2ert／a1
となるが，注意すべき点は，賃金率が（2）式に従って上昇するか否かに
よらず（すなわち，w。がrと異なる率で上昇するとしても），（4）式が
成立することである。（これは前提4の補足説明で指摘されていたことで
ある。また，前提3の補足説明にあったように，両部門聞に賃金格差があ
る場合も，両者の関係を数式化すれば同様の結果が得られるであろう。）
　ところで，実質費用を産出物1単位当りの労働投入量で測るならば，部
門1のそれはし1・／Y1、＝1／a1で一定である。しかしボウモルが考えている
のは，部門1の産出物の機会費用（opportunity　cost）一すなわち，　Y1・
をもう1単位得るために断念されねばならないY2むの量一なのである。
この点は，ジョーソ・ロビンソン（Joan　Robinson）のコメント［3a］に
対する回答［3bコのなかで，改めて明言された点である。したがって，時
間とともに労働生産性が上昇してゆく部門2の，まさにこの技術進歩のた
めに，生産性の変わらない部門1の費用が必然的に上昇してゆくのであ
る。こうして，「第1の最：も基本的な」命題が導出される。
　　命題1：部門1の産出量1単位当りの費用c1。は限りなく上昇する
　　　　　　が，部門2の単位費用。2、は不変である。
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　このような事態が起これば・実際問題として，部門1の産出物に対する
需要はおそらく減少するであろう。ところで・各部門の産出物に対する需
要の価格弾力性が1の場合には・2種の産出物に対する相対的な支出額の
大きさは一定値となる。この値をdとし・それぞれの価格は費用に比例す
るものと想定して，次式が導出される。
　　　（5）　　　c1むYlt／c2しY2t＝we「七■1t／we「tL2し＝Llt／五2t＝d
　これと（4）式から，この場合の2部門の産出比率は，
　　　（6）　　　Y1し／Y2し＝a1Llt／a2L2Le「t＝ald／a2e「t
となることが示される。明らかに，これは時間の経過とともにゼロに収束
する。
　次に進む前に，3つのコメントを述べておこう。ブラッドフォード（D．
F．Bradford）によって指摘されたように（［5］，　pp．296－7），これはY1，が
減少するためではなく，Y2，が際限なく増加してゆくことによるものであ
る。この点については，後にボウモルによって示されたように（［1bコ，　P．429
n2），（5）式によりし1，／L2，＝dであるから，もしも総労働量（L1，＋L2t）
が時間を通して一定であれぽ，L1、も一定となり，したがってY1，も一定
となるのである。（総労働量が増加してゆく場合については，以下の皿の
2．1参照。）しかしながらY1，の需要の価格弾力性がいささか弾力的で，多
少とも1を上回る場合には，Y1，は時間の経過とともに減少してゆくであ
ろう。さらにリンチとレッドマソ（L．K．　Lynch　and　E．　L．　Redman）
によって指摘されたように（［2b］，　p．885），部門2の生産性上昇に伴う賃金
率の上昇によって，実質所得は増加してゆくから，Y1，に対する需要動向
を問題とするには，価格弾力性とともに所得弾力性も考慮されなければな
らない。しかしポウモル自身，それ以前に需要の所得弾力性の役割を無規
していたわけではない（以下の命題2の次をみよ。）
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　こうして，［1aコにおいて最初に提示された命題2に，［1bコでは所得弾
力性も考慮に入れられることになった。
　　命題2：不均斉的生産性のモデルにおいては，需要が高度に価格非弾
　　　　　　力的でなく，かつ非常に所得弾力的でない「生産性固定的」
　　　　　　部門の産出物は，減退してゆき，最終的にはおそらく消滅す
　　　　　　る傾向がある。
　ここで，両部門の産出物の相対費用と相対価格の変化にもかかわらず，
産出量の比率が一定に維持されるものとした場合の帰結が考察される。こ
れは，たとえば政府補助金による維持，あるいはY1，に対する需要が十分
に価格非弾力的であるか所得弾力的であることによって達成されるであろ
う，とされている（［1a］，　p．418においても，［1b］，　p。429においても，
このように述べられていたが，その後の実証研究［7コによって，工業部門
とサービス部門の実質的な産出量比率はほぼ一定であることが明らかにさ
れている）。いま，時間を通じて一定の産出量比率，
　　　（7）　　Ylt／Y2t＝m
が採択されたものとすると，（1）式を考慮して，
　　　（7）’　　　（a2／a1）Ylt／Y2、＝Llt／L2te・右二n
が得られる。ここにn＝（a2／a1）mである。これより，
　　　（8）　　L1，／L2、＝ne「t
となり，したがって次の命題が導出される。
　　命題3：不均斉的生産性モデルにおいて，2つの部門の産出量比率が
　　　　　　一定に維持されるものとすれぽ，総労働力のますます多くが
　　　　　　生産性固定的部門に移されなければならず，他の部門の相対
　　　　　　的な労働日はゼロに近づいてゆく傾向がある。
　後の議論との関連で，両産出物に対する相対的支出額の動向について
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みておこう。それぞれの価格は費用に比例するものとすれば，（3）式と
（7）’式より
　　　（7）”　　　cltYlt／c2tY2t＝（a2／a1）Y1しe「t／Y2Fne「t
となるから，ボウモルにはないが，次の命題としてここに加えておこう。
　　命題3’；両部門の産出量比率が一定に維持される場合には，消費支出
　　　　　　のますます多くが生産性固定的部門の産出物に向けられなけ
　　　　　　ればならず，他の部門への相対的な支出額はゼロに近づいて
　　　　　　ゆく傾向がある。
　ついで，両部門の産出量の比率が一定に維持される場合のマクロ経済成
長に対する帰結が考察される。このために，両部門の産出量に対して一定
のウエイトB1およびB2を用いたマク戸産出量の指標が考えられる。す
なわち，
　　　（g）　　　　It二BIYlt＋B2Y2L＝BlaユLIL十B2a2L2Le「t
である。
　（ところで，ボウモルは最初に［1aコにおいて「成長命題」を導出する
に際しては，指標1しの成長率を問題とした（pp．418－9）のに対して，［1b］
においては1人当りの1、の成長を問題としている。しかしながら導出さ
れた命題は同じものとなっている。ここでそれぞれの指標について順次考
察することにしよう。）
　さて，総労働量をL、とすれば，L、＝Lh＋L2、であるが，（7）’式より
　　　（10）　　Llb＝（L、一L1、）ne「tあるいはLlt＝L、ne「。／（1＋ne・t）
および
　　　（11）　　L2、＝L、一L1、＝L，／（1＋ne「t）
が得られる。これらと（9）式から，
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　　　（12）　　　It＝Lt（nBla1＋B2a2）e「t／（1＋ne「t）＝RLte「。／（1十ne「t）
となる。ここにR＝nBla1＋B2a2である。（ただし，ここでのRは［1aコ
のそれとは異なる。それはこのRに総労働量を乗じたものとされている。
そこでは労働力増加率が明示的に考慮されていないが，ここではそれを明
示的に導入してその効果を考察するために，このように定義した。）
　ここで総労働量の増加率をgとし，L、は
　　　（13）　　　　　Lt＝I」e9む
によって与えられるものとしよう。ここにしは初期値である。そしてまず
gキ0の場合についてみよう。（12）式は
　　　（14）　　　1し＝RLe（9＋「）し／（1十ne「t）＝RL／（e一「t十n）e－gt
となり，1。の増分は
　　　（・4・）ll・一RL（9＋「）e警｝辛欝RL轡留
　　　　　　　　　　＿RLe（9＋「）t（g＋r＋nge「t）
　　　　　　　　　　　　　　　（1＋ne「t）2
として得られる。したがってItの成長率は
　　　（・4・）dl｛dt一町鴇鮮一・・、．岩♂
となる。
　［1a］では労働力増加率が明示的に示されていないから，（12）（に相当す
る）式から，（14a）式においてg＝0とした式を経て（14b）において9
＝0とした式が導出され，直ちに命題4が得られている。しかしここでは，
上の諸式について検討してみることにしよう。
　まずg＞0の場合についてみると，（14）式によって示されるように，1、
は時点t＝0における初期値RL／（1＋n）から出発して，時間とともに際
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13
・限なく（資源に限界がない限り）増大してゆくが，g〈0の場合には1しは
漸近的にゼロに向かって減少してゆく。（もちろん，人口もそのようにな
るであろう。）これに対して1呂の成長率は，（14b）式より明らかなよう
に，gの正負にかかわりなく，初期値のg＋r／（1＋n）から出発して，時
間とともに低下して漸近的に9に近づいてゆく。そして9＝0の場合は，
（14）式によりItは時間とともに漸近的にRL／nに近づいてゆき，これ
とともに成長率は，（14b）式によリゼロに向かって低下してゆく。こうし
て命題4が得られる。
　　命題4：不均斉的生産性の世界で均斉的成長を達成しようと試みれ
　　　　　　ば，成長率は労働力の増加率に向かって逓減するようにな
　　　　　　る。特に，1つの部門の労働生産性と総労働力が不変であれ
　　　　　　ば，経済の成長率は漸近的にゼ巨に近づいてゆく。
　では次に，［1b］（PP．430－1）において問題とされた1人当りの1、の成長
について検討することにしよう。ここで1、ではなく，1人当り1七が採用
されたのは，成長の尺度として「むしろ慣例的（rather　usua1）」であると
考えられたためである。総労働量は人口P、に比例するものとされ，両者
の比率P、／L、がρで表わされる。ここで成長の尺度1，／P、をi、で示す
ものとすると，i、＝1ノρL、であるから，（12）式より直ちに
　　　（15）　　　i、＝Re「t／ρ（1＋ne「t）＝R／ρ（e→・t＋n）
が得られる。（ただし，［1b］での導出方法はこれとやや異なる。またそこ
でのRは，本稿のRをnで除したものである。）
　［1bコでは，これからすぐに命題4が導出されているが，ここでは［1a］
におけると同様に，i、の成長率についても考察しておこう。（15）式より
（15a） dit　　　Rre「t
dt　　　ρ（1＋ne「t）2
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が得られ，したがって成長率は
　　　（15b）撃一、．福
となる。
　（15）式および（15b）式から明らかなように，　i、と，したがってその
成長率は労働力増加率gから独立であり，i、は初期値R／ρ（1十n）から時
間とともに増加して，漸近的にR／ρnに接近してゆく。そしてi、の成長
率は，初期値r／（1＋n）から漸近的にゼロに向かって低下してゆく。この
ようなi、の成長率の運動経路は，前述の1，の成長率の動向からも直接わ
かる。すなわち，1むの成長率の初期値g＋r／（1＋n）および極限値gから
人口増加率gを控除したものが，1人当り1，，すなわちi、の成長率の初
期値および極限値にほかならない。
　したがって上述の命題4は，経済成長率の指標を1、の成長率とした場
合には成立する（もともとこの命題は，そのようなものとして［1a］にお
いて導出されたものであった）が，i、の成長率を尺度とする場合には，こ
の命題は次のように修正されるべぎであろう。すなわち
　　命題4’；不均斉的生産性の世界で均斉的成長を達成しようと試みれ
　　　　　　ぽ，総労働力の増加率にかかわりなく，経済の（1人当り生
　　　　　　産の）成長率は漸近的にゼロに近づいてゆく。
皿　モデルの検討
　ボウモル・モデルが最初に公表された後，数年間にわたり多くの論者に
よって論評や検討が加えられたことはすでに述べた。とりわけワーセスタ
ー（D．A．　Worcester，　Jr．）［2c］とブラッドフォード［5］のグラフによ
る検討は，問題点を明確にするのに便利である。ボウモル自身もその後
［1b］において，ワーセスターのものと同様のグラフを用いて，4命題のす
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べてを導出しうることを認めている（しかしそこでは命題1と命題3だけ
が説明されるにとどまっている。pp．431－3）。次に，ブラッドフォードと
ワーセスターに従ってモデルの検討を行うことにしよう。
　1．　モデル経済の技術条件：線型生産可能性フロンティアの場合
　モデル経済の技術条件は，前提1と前提2に基づいて構成された（1）
式によって与えられる。時点tにおける総労働量：L，によって生産可能な
各部門の産出量Y1，とY2，の組合せは，図1の直線PP、のような線型生
産可能性フロンティア（alinear　production　possibility　frontier）一
転形曲線（atransformation　curve）とも呼ばれる（ここでは直線である
が）一に．よって与えられる。ブラッドフォードはこのような生産可能性
フロンティアのグラフを用いて，4命題について順次検討し，4前提（と
付随する仮定）を認める限りにおいて4命題はすべて成立することを明ら
かにしている。（［5］，sects。1～IV．ただしグラフは本稿のものとは異な
り，横軸にY2，縦軸にY1が測られている。線型のフロンティアについ
ての以下の説明は初歩的なものであり，不必要な読者はとぼして次に進ま
れても差し支えない。）
　では，このようなフロンティアの考察から始めよう。横軸上のOPは，
L，をすべて部門1に投入する場合に得られるY1，の極大可能産出量a1L、
を示し，縦軸上のOP、は，同様にY2、の極大可能産出量a2L、e「tを示し
ている。この場合，PP、が直線となるのは次のように示される（添字tは
省略）。いましによって生産可能な任意の1組のY1とY2は，　Y1＝a1L1
およびY2＝a2（L－L1）e「tによって与えられる（たとえば図1の点Q）。
部門1の労働投入量を∠Llだけ増加させると，産出量の増加分は∠Y1＝
a14L1となるが，部門2の労働投入量は4L1だけ減少するから，産出量
は∠Y2＝a2∠Lle「tだけ減少する（点Qから点Xへの移動。部門2から
部門1への労働投入量の移動による，両部門の産出量変化分の比率は，
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　　4Y2／∠Y1＝a2e「▽a1となる。い
　　うまでもなく，これは生産可能
　　性フロンティアの勾配（の絶対
　　値）一限界弓形率（marginal
　　rate　Of　tranSfOrmatiOn）一
　　であり，tが変化しない限り一
　　定である。したがって時点tに
　　おけるこの場合の生産可能性フ
　　ロソティアは直線となる。（証
　　明終り。）ところで，限界転形
　　率4Y2／∠fY1は，　Y1をもう1単
Y1　位余分に得るために犠牲にされ
　　ねばならないY2の量であり，
　　Y2で表わした1単位のY1の機
会費用にほかならない。つけ加えれば，一定時点の生産可能性フロンティ
ア上で考える限り，Y1の機会費用は一定である。
　しかしながら時間経過とともに部門2の生産性は持続的に上昇するか
ら，生産可能性フロンティアは移動してゆく。ここで単純化のために，総
労働量は一定（L、＝L）であるものとしよう。部門1の極大可能生産量は
時間を通じて一定値Y1＝a1しとなり，横軸上の点Pに固定される。他方，
部門2のそれはY2し＝a2Le「tであるから，時間とともに増加してゆき，縦
軸上の点PLは上昇してゆく。直線PP，’は，時点tより後の時点ttにお
ける生産可能性フロンティアを示している。この時点の限界転形率a2e「t7
a1は前の時点のそれよりも上昇しており，したがってY2、によって表わ
されるY1、の機会費用も上昇していることが知られる。旧聞経過に伴う点
P、の上方への移動によって，定点Pから縦軸に至る直線PP、はますま
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す傾斜を高めてゆぎ，漸近的に点Pからの垂直線に近づいてゆく。これ
とともにY1、の相対費用（機会費用）は限りなく上昇してゆく。
　以上のことは，総労働量が時間とともに一定率gで変化する場合（L，＝
Legt）についても妥当する。　g＞0の場合についてみれば，部門1の極大可
能産出量はY1し＊＝a1Legtとなり，部門2のそれはY2む＊＝a2Le（「＋9）tとな
る。したがって横軸上の点Pも労働力増加率に従って時間とともに原点
から遠ざかってゆく。他方，縦軸上の点Ptも同様に，9＝0の場合の上昇
率に比してそれだけ急速に上昇してゆく。したがって同一時点における
g＝0の場合とg＞0の場合の生産可能性フロンティアは平行線となり，
勾配（の絶対値）はa2e「t／a1である。9＞0の場合の時点tむにおけるフロ
ンティアは，直線PP♂に平行な点線（P），（P、’）として図示されている。
したがって同一時点のY1、の機会費用は，労働力増加率の大きさにかかわ
りなく一定である。g＞0であれぽ，時間とともに横軸上の点（P）は右方
に移動してゆくとともに，直線（P）（Pt）はますます傾斜を高めてゆき，
漸近的に無限のかなたの垂直線に近づいてゆく。したがってY1，の相対価
格は限りなく上昇してゆく。
　こうして命題1に到達する。命題2以下は，需要条件に依存する（技術
条件は以上のままであるとして）。まず，ボウモルの諸仮定をかりに認め
るものとして，この問題を検討することにしよう（［5コ，1～】V参照）。
　2．　モデル経済の需要条件と命題
　　2。1．　ボウモルの仮定と命題
　両部門の産出物に対する現時点の社会的需要が，図1の点Qで決定さ
れているものとしよう。Y2、に対するY1、の相対費用，したがって相対価
格が時間とともに上昇してゆくにつれて，各時点の生産可能性フロンティ
ア上の需要決定点はいかなる経路をたどるかは，需要条件に依存する。
　まず第1は，命題2の導出に際して考えられた，各産出物の需要の価格
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弾力性が1に等しいとする条件である。この場合，それぞれの価格は費用
に比例するものとされたから，この条件は，機会費用で表わされた相対支
出が一定ということになる［（5）式］。相対支出は，時点tについてみれ
ぽ，Q2P，／QIQ＝P、Q／pQで示されるから，この条件を満たす消費拡張経
路は，各フロンティアの両端点からの相対距離が等しい点の軌跡となる。
まず，総労働力増加率gがゼロの場合についてみよう。横軸上の点Pは
固定されているから，そのような相対距離はOQ1／PQ1で表わされるが，
この点Q1も固定される。したがってこの場合の需要点Q，　Q’，……の軌
跡は，点Q1からの垂直線となる。各時点の産出比率Y1、／Y2，［（6）式コ
は，垂直の拡張経路上の点と原点を結ぶ直線（たとえぽOQ’）の縦軸に対
する勾配（OQ1／QIQ’）で示されるが，これは時間の経過とともに限りなく
ゼロに近づく。次にg＞0の場合についてみよう。たとえば時点t’のフ
ロンティアは，9＝0の場合のフロンティアPPtノに平行な直線（P）（P、’）
であるから，問題の消費決定点（Q’）は，フロンティアPP、’上の点Q’
と原点とを結ぶ直線の延長線とフロンティア（P）（P、’）の交点として求め
られる。時間の経過とともにQ’は垂直に上昇してゆくから，点（Q’）は
右上方に移動してゆき，決定されるY1、も増加してゆく。しかし部門2の
生産性上昇のために，点（Q’）の軌跡（消費拡張線）の勾配は限りなく上
昇してゆく。したがってg＞0の場合のY1、／Y2、の動向も，　g＝0の場合
と同様になる（［5コ，pp．295－6参照）。
　命題2を導くための需要条件は，部門1の産出物の需要が「高度に価格
非弾力的でなく，かつ非常に所得弾力的でない」というものである。この
条件を満たす消費拡張経路は，g＝0の場合には点Q1から左上方に向か
うものとなるから，時間の経過とともにY1、は相対的にも絶対的にも減少
してゆぎ，究極的には消滅する（命題2）。これに対してg＞0の場合の経
路は，勾配を高めながら右上方に向かう曲線の左側にあるが，Y1の需要が
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高度に価格弾力的でない限り，左上方に向かうとは限らないから，Y1、は
相対的には減少してゆくが，究極的に消滅するとは限らない（［5コ，P．297
参照）。（命題2には，“atendency・…・・to　decline　and　perhaps，　ultimate－
1y，　to　vanish”（［1bコ，　P．429）と述べられてはいるが，この点も留意すべぎ
である。）
　上述の需要条件をボウモルはありうべきものと考えていたもののようで
あり，したがってその帰結（芸術や教育などの部門1の産出物の相対的な
いし絶対的消滅）を懸念して，次の需要条件を想定したのである。これは，
両部門の産出物の相対費用と相対価格の時間的変化にもかかわらず，一定
の産出比率が維持される場合には，いかなる事態が発生するかを明らかに
しょうとするための想定であり，その帰結が命題3および命題4である。
一定め産出比率の維持は，たとえば政府補助金によるか，あるいはY1の需
要が「十分に価格非弾力的であるか所得弾力的である」という条件のもと
で達成されうるとされたが，ここで関心があるのはもちろん後者である。
（なお，両部門の実質的な産出比率はほぼ一定であるという経験的事実が，
その後の研究により明らかにされたことについては，すでに指摘した。）
　さて，図1における現時点tの点Qから出発するものとしよう。この
場合の消費拡張経路は，原点から点Qを通る半直線となる。時点tにお
ける部門1の産出量はYlt＝a1L1、であり，総労働量の投入による極大可
能産出量はY1、＊＝a1L、であるから，　Y1、／Ylt＊＝■1。／Ltとなる。点Qに
ついていえば，これはOQ1／OPで示される。まず，総労働量が一定（しむ
＝L）の場合は，この経路を進んでゆく限り，OQ1／OPしたがってL1し／L
は1に限りなく近づいてゆき，相対的にますます多くの労働力が部門1に
投入され，部門2の労働投入量は減少してゆく。総労働力増加率がプラス
の場合は，その後の生産可能性フロンティア（P）（P、’）は，傾斜を高めな
がら限りなく右方に移動してゆく。したがって，消費拡張経路との交点に
20
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おける部門1の産出量（Ylt’）の，
点（P）における極大可能産出量
（Y1，＊）に対する比率は，時間と
ともに限りなく1に近づき，した
がってL1，／Ltも漸近的に1に近
づいてゆく。部門2の産出量は消
滅するわけではなく，限りなく増
加してゆくが，その生産に必要な
L2tは限りなく減少してゆくから，
L2／L、は限りなくゼロに接近し
てゆく。これが命題3である。
　ボウモルは命題4を得るために，両部門の産出量に対する一定のウェイ
トを用いてマクロ産出量の指標Itを構成した。これは図2において，次
のように示される。（以下の説明はブラッドフォードのものと異なる。そ
こでは両部門の産出量の「加重平均」としての指標が考えられているが
（pp．298－9），ボウモルはウェイトについてそのような限定を付していない。
B1およびB2はともに非負で，同時にはゼロとならないという点を除いて
は，本稿でもそのような限定は行なわないことにする。）採択された産出
量比率Y1、／Y2，＝mを維持する生産拡張経路を，原点から出る半直線OZ
とし，現時点の産出点（Y1，，　Y2、、を点Qとしよう。（9）式の指標1、を
構成するY1、の評価値BIY1，を横軸上のOR1とし，　Y2，の評価値B2Y2、
を縦軸上のOR2とすれば，指標1、の位置は点Rによって示される（点
Rは点Qの右下方にのみ存在するとされる必要はない）。両評価値の比
率は，OR2／OR1＝B2Y2し／BIYlt＝B2／mB1となり，これは時点tに依存し
ない。したがって，時間の経過に伴う産出点Qの移動に対応して，指標
1，の点Rは，勾配B2／mB1の半直線OI上を上昇してゆくことになる。
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　次に時点tの後の時点t’における産出点Q’と，対応する指標点R、
を考えよう。指標It’を構成するY1、’の評価値はB1（OQ1’）；OR1’とし
て図示され，Y1、のそれはBエ（OQエ）＝ORエであったから，両者の比率Bエ
Ylt’／BIYltはOR1♂OR1＝OQ1’／OQ1となる。そして左辺はOR’／ORに
等しく，右辺はOQ’／OQに等しいから，　Y1、’／Y1、＝OR’／0R＝OQ’／OQと
なる。指標1、の成長率は1！／1、一1であるが，1♂（B1＋B2／m）Y1、と表わ
されるから，1〆／IFYlt7Yhである。したがって，1〃1、＝OR’／OR＝OQ’
／OQが得られる。ところで，すでにみたように半直線OIの勾配はB2／
mB1であるから，ウェイトB1およびB2の相対値によって変化する。し
かしながら，いま示されたように1、！／ltは生産拡張経路OZ上の生産点
の原点からの距離の比率OQ’／0Qによって測定されるから，指標1、の成
長率はウェイトB1およびB2の選び方によって影響されない。
　いまや命題4に到達することができる。（以下の説明はブラッドフォー
ドと同じである。ただし，縦軸と横軸が入れ替わっている。P．299参照。）総
労働力増加率9がゼロの場合には，生産可能性フロンティアは横軸上の
定点Pからの垂直線に限りなく近づいてゆく。したがって問題の生産拡
張経路OZ上の生産点Qの上昇も，経路OZと極限的な垂直フロンティ
アとの交点によって限界づけられることになる。こうして，どのように作
成された指標1によろうとも，その成長率（It＋1／1、一1）は漸近的にゼロに
近づいてゆく。またg＞0の場合には，生産可能性フロンティアの横軸上
の点（P）はgの率で時間とともに右に移動してゆき，極限的な垂直フ戸
ソティアも同様に右に移動してゆくから，これと経路OZとの交点もgの
率で原点から遠ざかってゆく。したがってこの場合には，指標の成長率は
漸近的に9に近づいてゆく。こうして命題4に到達する。
　　2．2．　需要条件の検討
以上において考察したように，モデル経済の技術条件のもとで導出された
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（［2cコ，　PP．887－8a■dn2参照）。
会的無差別曲線を想定することができるのであって，いかなるパターンの
ものも先験的に特定化して，特定の資源配分が不可避的に進行すると主張
すること（命題2のように）はできない，というのがワ一応スターの考え
である（P．889）。
　それぞれ相対する消費拡張経路をもたらす，2組の無差別曲線を想定す
ることは容易であるが，ワーセスターは上図のようなものを描いている
（p．888，Fig．1）。第1のものは，曲線U1およびU1’のように縦軸切片を
もつものであり，消費拡張経路は点線QQ’となって，命題2に導くよう
なものとなる（無差別曲線が縦軸切片をもたなくとも，拡張経路が左上が
りとなる可能性は大きい。この場合にはY1は消滅しないが，　Y1，／Y2，は
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　　　　命題2，ならびに命題3および命
　　　　題4は，それぞれ異なった需要条
　　　　件を仮定した消費拡張経路に依存
　　　　している。その場合の需要条件と
　　　　して，ボウモルはもっぱら部門1
　　　　の産出物需要の価格弾力性と所得
　　　　弾力性を考えていた。ワーセスタ
ul　　一によれば，それはボウモルが特
ul　　定の社会的無差別曲線を導入しな
u、　　かったためであるが，これはまた，
　　　　そのような曲線によっては，芸術
　　　　　（演奏や演技のような典型的な部
U工　　　門1の産出物）への適切な関心を
　Y1
　　　　反映させることができないとす
　　　　る確信によるもののようである
とはいえ，多くのさまざまなパターンの社
限りなくゼロに近づいてゆく）。第2は，曲線U2およびU2’のように，
Y1のそれぞれの量に対してY2の飽和量が存在するものである。直線OT
を各曲線のY1の飽和点SおよびS’の軌跡とすれば，各時点の消費量
の決定は直線OTの右側でなされるから，この場合の拡張経路は右上がり
のものとなって，命題3および命題4に導くことになる。
　ワーセスターのいうように，これらのいずれが不可避的であるかを先験
的に主張することはでぎない。しかしながら，いずれの方向に進むにせ
よ，困難な問題が前途にあることには変わりないであろう。すでに指摘し
たように，ボウモルらのその後の実証研究によって，実質的産出比率はほ
とんど変化していないことが明らかにされたから，拡張経路は右上がりで
あると予測される。
　以上，簡単な数式モデルに基づく線型生産可能性フロンティアを技術条
件として，考察を進めてきたが，さらに一般的な非線型のフロンティアの
もとでは，事態はどのようになるかを検討することにしよう。
　3．技術条件：非線型生産可能性フロンティアの場合
　非線型のフロンティアのグラフは，ワーセスター［2cコとブラッドフォ
ード［5コによって作成されているが，同一の消費拡張経路に対してそれぞ
れ逆の結論に導くようなものとなっている。では，命題との関連を順次考
察することにしよう。
　　3．1．　限界転恥辱の時間的逓増型フロンティア
　ワーセスターによって示されたものは，線型の場合と同様に（同一量の
Y1、についてみれば）時間とともに限界転義率（生産可能性曲線の勾配の
絶対値）が上昇してゆくものとなるが，これは図4のようにして構成され
る（〔2c］，　PP．889－90およびFig．1参照）。まず，資本は考慮外とされ，総労
働量は時間を通じて一定であるとされるが，これらの仮定は後にゆるめら
れる。両部門への労働力の配分は，L1、＋L2，＝しの関係を示す第皿象限の
24
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直線LL上でなされる。第IV象限には部門1の労働投入量と産出量の関係
が示されているが，ここでは（1）式と異なり，労働投入量の増加ととも
に労働生産性が低下してゆくものとされている。この部門では時間を通じ
て生産性は一定であるから，1本の曲線OT1が描かれている。部門2の
労働投入量：と産出量の関係は第皿象限に示されているが，労働生産性（同
一労働投入量に対する産出量の大きさ）は期間ごとに一定の率で上昇して
ゆくから，各期の労働投入・産出線OT2，0T2’，およびOT2”は期内ご
とに勾配を高めてゆく。それらが直線として描かれているのは，単純化の
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ために部門1と異なって，各期間の労働生産性は労働投入量に依存せず一
定であるものとされているからである（もちろん・それらが部門1のよう
な曲線であっても，得られる結果一生産可能性フロソティアーの本質
は損なわれない。両部門ともに直線であれぽ，得られる結果は図1のよう
に直線となることは，いうまでもない）。第1象限には，部門1の労働投入
・産出線OT1と，各期間の部門2のそれ（たとえば直線OT2）から合成
された，各期間の生産可能性フロンティア（曲線P、P）が描かれている。
ただしこの場合，各部門の労働投入・産出線は，前期のフ戸ソティア上で
実際に決定された産出量の組合せによって影響されないという，単純化の
仮定に基づいている。
　さて，ある期間のフロンティアP、Pについてみよう。その勾配（の絶
対値）一限界転形率あるいはY2、によって表わされるY1、の機会費用
一は，Y1、の増加に伴って逓増してゆく。そして期間ごとに現れる技術
進歩の成果によって，次の期間t’の部門2の労働投入・産出線は，勾配
（労働生産性）が上昇して直線OT2’となる。フロンティアは縦軸上の点
が上昇して，曲線P、ノPとなり，Y1、の各量に対して勾配（の絶対値）は
以前より増大する。こうして時間の経過とともに，フロンティアは定点P
からの垂直線に限りなく近づいてゆき，これとともに部門1の各産出量の
機会費用は限りなく上昇してゆく（命題1）。
　次に，総労働量が一定という仮定がはずされて，増加してゆく場合が考
えられるが，これは簡単である（p．889，n3）。第皿象限の直線LLは総労働
力増加率に従って，期闇ごとに左下方に平行移動してゆくから，点Pと点
P、もそれに応じて移動してゆく。しかし点P，の移動は，部門2の労働生
産性の上昇（と部門1の限界労働生産性低下）のために，点Pの移動より
も速いから，フロンティアの勾配（の絶対値）は総労働量が一定の場合よ
りも大となる。この点と一定期間のフロンティアの限界転転率逓増という
26
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　経済社会の発展とボウモル氏病
点を除けば，以上の結果は線型フロンティアの場合とまったく同様であ
る。（もし部門1の曲線OT1が直線であれば，フロンティアは直線とな
り，総労働量の増加とともに平行移動する。）
　さらに，ボウモルによって指摘はされていたが数学モデルには明示的に
導入されていなかった，革新，資本蓄積，および規模の経済性の効果が考
慮される（p．889，n3）。これは2つの場合に分けられる。第1は，資本が各
部門において等しく労働生産性を高める場合であり，この効果は総労働供
給量が増加する場合と同様である，とされている。しかしながら部門1の
労働生産性の上昇は，労働投入・産出線OT1を部門2のそれと同様に変
化させることになるから，この結論は正しくない。前提1に依拠する限り，
資本蓄積によっても曲線OT1は変化しないのである。しかし部門2にお
ける資本蓄積は，労働生産性を高めるように作用する。これらの点を考慮
すれぽ，資本導入の効果は次のようにグラフに導入することができる（ワ
ーセスターの説明は多少修正されなけれぽならないが，グラフはそのまま
受け入れることができよう）。資本蓄積の効果は部門2においてのみ現れ，
これは，社会の総労働供給量（一定と仮定する）に等しい部門1の利用可
能な総労働量は変化させないが，部門2の利用可能な総労働量を増加させ
るかのように作用する。すなわち，期間tの労働力配分線LLは，次の期
聞t’にはたとえぽ点線Uしのようになり，部門2の労働投入・産出線
はO・T：L1のように伸長する。これに伴ってフロンティアは，資本増加が
なかった場合の曲線P、’Pに比して，曲線P、”Pのように急伸する。
　ついでながら補足しておけぽ，ここでは，資本に体化されない技術進歩
に資本に体化された技術進歩が加えられたわけである。前者は，利用可能
な総労働量に対応する点T2を端点とする，労働投入・産出線OT2の勾
配の期間ごとの上昇として示され，後者は労働投入・産出線の伸長として
示されるが，ここではこれらの効果が合成されたわけである。容易にわか
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るように，部門2における両タイプの技術進i歩を考えるか，あるいはいず
れか一方を考えるかによって，得られる生産可能性フロンティアの基本的
な性質一1期間の1本の曲線については限界球形率が逓増することと，
部門1の各産出量に対応する限界霞形率は時間とともに逓増してゆくこと
（命題1）一は影響を受けな：い。
　ワーセスター自身は，先にみた社会的無差別曲線群を線型フロンティア
とではなく，ここで考察した非線型のもの（総労働力と資本の増加はない
ものとした場合の）と組合わせているが（P．888，Fig．1），容易に推測され
るように，得られる結果（命題2に導くか，あるいは命題3および命題4
に導くか）は先に得たものと同様である。また，ここでみたような形で総
労働力と資本の増加が考慮されても一ただし総労働力の増加の背後に人
口の増加があったり，労働力率の上昇や労働生産性の上昇による所得分配
の変化があったりする場合には，社会的無差別曲線も影響を受けるであろ
うが一得られる結果が大きく変わることはないことが示されている（p．
889，n3）。ボウモルにおけるように，社会的無差別曲線までは考えず，消費
ないし生産の拡張経路だけを問題にする場合には，この結論はさらに強固
なものとなる。生産可能性フロンティアが命題1に導くようなもの，すな
わち限界転呼率が時間とともに逓増する型のものである限り，得られる結
果はフロンティアの特定の形状や時間的変形の態様には依存しない。影響
を受けるのは，事態の進展一部門1の産出比率の減退（命題2），あるい
は部門1への労働投入比率の上昇（命題3）と経済成長率の低下（命題4）
一の速度である。
　　3．2．　限界面形率の時間的逓減型フ戸ソティア
　命題1に導かないような生産可能性フロンティアが存在する可能性が，
ブラッドフォードによって示された（〔5］，pp．301－3）。すでにみたように単
1生産要素（労働力）と規模に関する収穫不変を仮定する技術条件（1）
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式のもとでは，一定期間の生産
可能性フロンティアは直線とな
るが，さらに多くの要素（たと
えば資本その他）を考慮すれば，
原点に対して凹となるフロンテ
ィアが得られ，また一定量のYlt
のもとでの限界転形率が時間と
ともに逓減してゆくような，部
門2における技術進i歩を想定す
ることも可能であるとされ，図
5のようなグラフが描かれてい
る（ただし，ここでは両軸が
原図と逆になっている）。（とこ
ろで，各期間のフロンティアが
P、Pのように，限界転形率逓増
を示しうるためには，すでにみたように，少なくとも1部門の労働投入・
産出線の勾配が逓減すればよい一単1生産要素の仮定のもとでは，これ
は規模に関して収穫逓減の場合であるが，他の固定的生産要素（たとえば
資本）が暗に想定されているならば，労働の限界生産性逓減という通例の
場合となる。）
　実線で示された曲線群は一般的な説明によるもの（Fig．5）であり，点線
のものは，特定化された各部門の生産関数，
（16）
Y1む＝a1／Lult
｛
Y2Fa2’（L。2b＋ce「tLs）αK1｝α
に基づくものである（Fig．6）。（記号は彼のものと多少異なるが）L。1，は部
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門1に投入される「非熟練（unskilled）」労働量，　L・2tは部門2のそれで
あり，L，およびKは部門2においてのみ必要とされる「熟練（skilled）」
労働量および資本量である。（しかし労働のこのような区分は適切とはい
えないであろう。部門1の典型的な産出物，たとえば演奏芸術には，高度
の熟練を要する労働力の投入が必要とされるからである。）単純化のため，
LsとK，および総「非熟練」労働量L。＝L。1t＋L。2Lは，時間を通して一
定に維持されているものとされる。他はパラメーターであり，0〈α〈1と
されて規模に関して収穫不変が仮定されている。（以下，この段落の説明
はブラッドフォードと異なるが，得られる結果は同じである。）期間tに
ついてみれば，（P、）はし。をすべて部門1に投入した場合の産出点（Y1、
＝OP，　Y2、＝（P、）P）であり，点P、はし。をすべて部門2に投入した場合
の産出点である。（P，）P；a2（ce・tL、）αK1』であるから，時間経過による点
（pt）の上昇率は［d（P、）P／dt］／（P、）P＝αrとなる。他方，　P、0＝a2（L。＋
ce「tL、）“Khより，点P、の上昇率は（dP、0／dt）／P、0＝αr／［（L。／ce「tL，）
＋1コとなり，これは点（P、）の上昇率αrより小であるが，時聞の経過と
ともにαrに近づいてゆく。またP、0の（P、）Pに対する比率は，時間と
ともに限りなく1に近づいてゆく。したがってこの場合の生産可能性フ戸
ソティアP七（P馬）は，時間の経過とともに傾斜（限界転形率）をゆるめな
がら上昇してゆき，限りなく水平線に近づいてゆく。
　生産可能性フ旨ソティアが，もしもこのように限界転形率の時間的逓減
をもたらすようなものであるならば一点線Pt（Pt），……のように部門
1の可能な産出範囲OPの全範囲にわたる場合はもちろん，実線PtP，…
…のようにその一部に限られる場合も一命題1は成立せず，したがって
命題2も成立しない。他方，命題3および命題4は成立するが，しかしそ
れらがよって立つ基礎である両部門の産出比率の一定維持ということは，
採択されることがないであろうとされるが，これは，時間とともにY2、に
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よるYltの機会費用が限りなくゼロに近づいてゆくからである（p．303）。
　ここで，限界転形率の時間的逓減をもたらす生産可能性フロンティアの
技術的特質を，特定化された生産関数（16）式について検討しよう。すで
にみたように，フロンティアP、（P、）が時間とともに傾斜（限界転形率）
をゆるめながら上昇してゆくのは，初期にはP、0と（P，）Pの差は大きい
が，後者の増加率αrのほうが前者の増加率（これは時間とともに上昇し
てαrに近づいてゆくが）よりも大であるため，その差は時間とともに縮
小してゆくことによるものである。これは部門2の生産関数の特殊性によ
るものである。ここでは一定量の「熟練」労働L、（と資本）は不可欠であ
るが，「非熟練」労働L・・はそうではなく，まったく投入されなくても生産
は（たとえぽ（P、）Pのように）可能であるし，また時間が経過しても，い
ぜんとして「非熟練」である。したがってL、の投入量が少ないほど時間
経過に伴う全体としての部門2の生産性の上昇率は高く，点P、の上昇率
く点（P、）の上昇率　　となるのである。なお，点P，の上昇率がしだい
に高まってゆくのは，効率単位で測定した「熟練」労働量ce「tL、に比して
「非熟練」労働量L，、が相対的に減少してゆくからである。
　ブラッドフォードによって提示された，特殊な形の生産関数に基礎を置
く生産可能性フロンティアについて，その後ボウモルは積極的な考慮をは
らうことなく，［1b］において，そのようなものも考えられることを単に指
摘するにとどまっている（p．432，n4）。（しかしながら，ブラッドフォード
の別のコメントは後にボウモル［1切によって考慮に入れられたが，これ
については後述する。）
IV　修正モデル
1．　2部門モデル修正の必要
すでに指摘したように（∬．1の前提ユの補足説明参照）， さまざまな経済
31
諸活動を2分することは，マク戸・モデル構成上の大胆な仮定によるもの
であり，現実には，これら2つのやや極端な活動の間に種々の中間的な活
動が存在することは，ボウモルによっても認められていた。そこでモデル
経済分析の仮説（労働生産性の固定的な活動の労働コストの持続的かつ累
積的な上昇一ボウモル氏病）を，そのまま現実の経済の重要なサービス
活動に適用しようとすると問題が起こりうる。（ボウモル自身は，［1a］，
sects。4～8において，小売業，高等教育，演奏芸術，熟達した職人の手づ
くり作品，そして特に都市行政の問題を，その仮説によって解明しようと
試みているが，以下にみるように，他にも人間労働が不可欠で重要な役割
を果たす経済活動部門があるのである。）
　ボウモルを中心とする研究グループのその後の実証研究［7］によって明
らかにされた諸事実は，その点でモデルの修正を要求するものであった。
明らかにされたのは次の諸事実である（［7］，sects．　IV～W参照）。すなわ
ち，（1）実質表示では，製造部門とサービス部門の産出比率はほとんど変
化していないことが，合衆国の時系列データによっても，国際的な横断面
データによっても立証された。（2）時間経過とともに，また産業の発展
とともに，サービスの相対価格とサービスへの支出割合がともに上昇した。
（3）ナービス部門のなかには，エレクトロニクス・データ処理やテレビ放
送のように，技術的に最も進んだ分野の諸活動と生産性の固定的な諸活動
とをともに含んでいるものもある。（4）合衆国の労働力を圧倒的に吸収
してきたのは，全体としてのサービス部門ではなく，そのなかの生産性の
固定的な部分である。
　これらの事実のうち，（1）は原モデルが予測したことではないが，モ
デルと不試合的であるわけではなく，むしろ命題3および4の前提であっ
た。したがって（2）と（4）は，命題1および3（と命題3’）を支持す
るものである。しかしながら（3）は（4）と相まって，原モデルの修正
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を要求するものである。そこで2つの経済活動ないし部門の第1のもの
は，さらに2分割されて検討されることになった。次に，こうして導入さ
れることになった第3の活動ないし部門についてみることにしよう。
　2．　漸近的生産性固定化活動
　広義のサービス部門に属する問題の経済活動は，以下にみるような行動
パターンのために，「漸近的（生産性）停滞（asymptotically　stagnant）」
活動と名づけられた（［7］，p．806）。しかしこれも日本語訳としてそのまま
使用することは，すでに指摘した理由から不適切であろう。したがって，
ここでは「漸近的生産性固定化」活動ないし部門，あるいは簡単に部門3
と呼ぶことにしよう。純粋な形のこのような活動は，部門2によって産出
される1組の産出物（高度の技術が体化された）と，部門ユの1組の産出
物（不可欠で削減しえない人間労働が体化された）とを，一定の割合で投
入するものであり，技術進歩の最先端にあるハイテク産業が，その性格面
このような活動を行なっている，とされている（p．807）。最もよい例とし
て，電子計算機によるデータ処理サービスとテレビ放送があげられている
が，たとえぽ後者においては，生産性固定的な活動（パフォーマンスない
しプ戸グラミソグ）の1時間分の投入に対して，生産性上昇部門の産出物
のほぼ1時間分の投入（サーキット使用も含めたエレクトロニック・トラ
ンスミッション）が必要とされる，とされている。そしてそれらについて
の実証研究の結果も与えられている（sect．　m。これらは一般に著しく技
術進歩の速い部門であると考えられているが，その進歩性のなかに自滅の
種子が宿っているのであるとされ，その態様が次のように説明されている
（pp．807－8参照）。
　まず，このような生産活動の発展の初期段階では，労働生産性上昇率の
急速な部門2の産出物の投入が全体としての費用構造を支配しているため
に，この活動の費用と価格は部門2のそれのように他に比して急速に低下
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する。しかしながら両タイプの投入物が一定比率で用いられていること
と，部門2の産出物の相対価格が急速に下落することによって，全体とし
ての費用構造に占める生産性固定的活動の費用の比重は，必然的に絶えず
上昇してゆく。コンピュータによるデータ処理の例（pp．813－4）について
みれば，労働集約的なコンピュータ・ソフトウェアの費用は，かつてはシ
ステム全体の費用のごくわずかであり，IBMはハードウェアの購入者に
はソフトウェアを無償で与えていたほどである。しかしデータ処理能力単
位当りのハードウェアの費用が，1965年以来，年間ほぼ25％の割合で低下
したために，現在では，データ処理の総費用のほとんど付随的な部分に
すぎなくなってきているのは，ハードウェアの方である，とされている。
1980年ごろの推計によれぽ，1973年にシステム費用の5％にすぎなかった
ソフトウェアの費用は，1978年には80％まで増加したし，1980年までに90
％を越えるものとされた。
　こうして，投入される生産性固定的部門の活動が，問題の活動部門の全
費用構造を支配するようになると，この部門の産出費用と産出物価格は生
産性固定的な投入要素のそれらに近づいてゆき，したがって持続的かつ累
積的に上昇してゆくことになる。一般に技術進歩の最先端にあると考えら
れている，このような活動部門も，生産性上昇部門（部門2）の産出物と
生産性固定的活動を一定比率で投入してゆくために，その性格は最終的に
は生産性固定的部門（部門1）に近づいてゆぎ，かくしてボウモル魚病に
羅歯することになるのである（このために，この活動部門に上記の名称が
与えられたわけである）。この状態に達する時期は，部門2の技術進歩率
が速く，投入される部門2の産出物の相対価格の低下が急速なほど早めら
れるであろう。
　3．修正モデルの帰結
　以上にみたように，ボウモルらの修正モデルに導入された部門3は，経
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済の最も生産性上昇率の高い部門2の産出物Y2と生産性固定的な部門1
の産出物Y1をともに用いるという点で，2部門のみが考えられていた原
形マクロ・モデルの，いわばミニ・モデルであるといえよう。そして典型
的な部門3の活動では，Y1とY2が一定比率で投入されるために，この
部門の活動の時間経路は，まさに命題3と命題3’が示すものと同様のもの
となる。すでに指摘したように，この部門の発展段階の初期における技術
工学的な高度の進歩性のなかに，後の相対的後退に導く種子が宿っている
のである。こうして，部門3のような諸活動の進歩性は過渡的なものであ
り，幻影のようなものであって，生産性固定的な（彼らのいう「停滞的な
（stagnant）」）サービス部門のコスト病（ボーモル氏病）は，以前に考え
られたよりも多くの経済諸活動に影響を及ぼす，と結論されるのである
（〔7］，　p．816）o
V　結論的覚書
　ボウモルのモデルに関する以上の検討の結果を要約すれぽ，次の通りで
ある。経済諸活動において投入される労働の量（と質）によって産出物の
価値が直接評価されるために，労働投入量を削減して生産性を引き上げが
たい部門1と，労働力は生産の1投入要素にすぎないためにそれが可能な
部門2とに生産部門を分割する，最初の2部門モデル［1aコでは，まず部
門1の相対費用の持続的・累積的上昇が不可避的であることが示された
（命題1）。これは，これに続く諸帰結（3命題およびそれらの適用）がよ
って立つ基礎であり，「最も基本的な」ものであるが，簡単な線型生産可能
性フPソティアはもとより，さらに一般的な非線型フ戸ンティアのもとで
も成立しうることが示された。また，生産物価格はそれぞれ費用に比例す
るものとすれば，部門1の相対価格の動向も同様のものとなる。したがっ
て部門1の産出物のなかには，非常に限られた市場をもつにすぎないぜい
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たく品の部類になっていくか，あるいはほぼ完全に消滅してしまうものも
あろうし，あるいはまたアマチュアの手に委ねられて，その質が劣化され
てゆくものもあろう（命題2およびその適用）。
　また，両部門の産出比率の一定維持という条件のもとでは，部門1に投
入される労働力の割合と，その産出物の購入に向けられる支出割合は，と
もに100％まで増加してゆく傾向があるために，さまざまな分野の財政問
題を引き起こすであろう。もちろん，部門1の産出物のなかには質の改善
がみられるもの（たとえば教育のように）もありうるが，その産出物の一
定量（生徒1人当り所定時間の教育）を維持しようとすれぽ，負担すべき
支出額を削減することは許されず，しかもこれは時間とともに仮借なく増
加してゆくのである（命題3および3’とそれちの適用）。そしてこの場合
には，経済成長率も低下してゆく（命題4および4ノ）。
　ボウモルらのその後の実証研究［7コによって，両部門の実質産出比率は
ほとんど変化しないことが明らかにされるとともに，両部門の産出物を一
定の割合で用いる第3の部門を考慮する必要が認められ，それが導入され
ることになった。しかしこれは，部門1と部門2の産出比率一定の条件の
もとで導出された上述の諸命題が，そのまま適用されうる部門にほかなら
ない。こうして最初のモデルは拡張されたが，諸活動部門の相対的な費
用，生産物価格，労働投入量，および産出物への支出額の実際の動向は，
全体としてモデルの予測するところと一致していることが明らかにされ
た。
　しかしながら，拡張されたモデルもマク戸・モデルである以上，いぜん
として大胆な仮定に基づいており，各部門の産出物，特に部門1のそれは
多様であり，それぞれの時間的な運動経路もさまざまなものがありうるこ
と（命題2とその適用によって示されたように）も，なお認められている
（［7］，p．807）。したがって既述のようにさまざまな症候が経済の諸分野に
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現れるが，その根元には，生産性上昇部門の技術進歩そのものによって引
ぎ起こされる生産性固定的部門の持続的かつ累積的なコスト上昇一ボウ
モル氏病一一がある。これらの症候群は，ボウモルの過度に悲観的な仮想
症でも，一過性のものでもなく，経済社会の「強力な諸力」（［1a］，　p．415）
に起因する真性のものなのである，と結論してよいであろう。
　しかしながら，これには留保すべき点がある。生産性固定的な部門にお
いても，以前には予想しえなかったような革新も起こりうるからである
（顕著な例として，演奏芸術におけるエレクトロニクスの導入があげられ
ているが，これによって1回の演奏の聴衆の数の大幅な増加が可能となっ
た）。したがってモデルの予測するように事態が進展するであろうといえ．
るのは，産業聞の革新の分布に大きな質的変化が起こらないという限定条
件つきであることに留意すべきである，とされている（E7］，　p．807）。
　以上のいささか暗い見通しに対して，明るい見通しもないわけではな
い。ブラッドフォード［5コによるコメントを考慮して示された，ボウモル
の次のような考えがある（［1b］，　sect．6参照）。ここに要点を示して，本稿
の締繰りとしよう。諸困難の根元は生産性固定的部門の相対費用の累積的
上昇であるが，これは技術進歩による生産性上昇部門のまさに労働生産性
の上昇に．よるものである。観点を変えれば，これは，生産性の上昇ととも
に人々の所得が絶えず上昇してゆくとともに，生産性上昇部門の産出物
（工業製品）の相対価格が下落してゆくことにほかならない。したがって
この過程は，諸困難を生み出すとともに，それらを処理するのに必要な手
段一もし社会がそのように決定するなら，高騰してゆく諸費用を賄うの
に必要な財源の確保一を自動的に用意することになるのである（p．437），
と。これに加えて，次の点も明示しておくべぎであろう。両部門の産出物
の実質的な産出比率がほぼ一定であれば，総労働力のますます多くの割合
が生産性固定的部門に吸収されてゆくことは，命題3の示すところであっ
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たが，これは事実であることが判明した。近年，多．分野の製造工程におけ
る急速なロボット化の進展によって，この分野での労働力需要の急激な減
少が懸念されたり，また労働力人口の高齢化とともに，高齢労働力の雇用
問題が憂慮されたりするが，これらの問題に対しても，命題3の示すよう
な事態の進展は，明るい見通しを与えるものであるといえよう。
　参考文献
［1a］J．　J．　Baumo1，“Macroeconomics　of　Unbalanced　Growth：The　Anato・
　　my　of　UrbaロCrisis，”且駕67ゴσσπEωπo痂01～θ毎θω，　June　1967，　pP．413－
　　26．
［1b］……，　Chap．　Eightee且，　Sects．1－6　in　Eωπo〃2∫o　Z）ンπα〃躍cs，3rd　editio且・
　　　The　Macmillan　Compa且y，1970，　pp．425－37．
［2aユC．　S・Be11，“Macroeco抵omics　of　Unbala耳ced　Growth＝Comment・”A・
　　E．R．，　Sept．1968，　pp．877－84．
［2b］L．　K．　Lynch　and　E．　L．　Redman，“Macroeco二〇mics　of　Unbalanced
　　　Growth：Comment，”弼4．，　pp．884－86．
［2c］D．　W．　Worcester，　Jr．，“Macroeconomics　of　U且bala且ced　Growth：Com．
　　me且t，，，’δゴ4．，　pp．886－93．
［2d］J．　W．　Birch　and　C．　A．　Cramer，“Macroeco且omics　of　Unbalaロced
　　　Growth：Comment，　∫δ∫4．，　pp．893－96．
［2e］W．　J．　Baumo1，“Macroeconomics　of　Unbalanced　Growth：Comment，”
　　　∫うf4りPP．896－97．
［3a］J．　Robinso且，“Macroeconomics　of　Unbala豆ced　Growth：aBelated
　　　Comment，”み．　E．　R．，　Sept．1969，　p．632．
［3b］W，　J．　Baumo1，“Comment　o且the　Comment，”弼4・，　P．632．
［4a］M．　Keren，“Macroeco■omics　of　Unbalallced　Growth：Comme■t，”A．
　　　E．刃．，Mar。1972，　P．149．
［4b］W．　J．　Baumol，“Mac了oeconomics　of　Unbalanced　Growth：Reply，”
　　　’6’4．，p，150．
［5］　D．Bradford，“Balance　on　Unbalanced　Growth，”Zθf’sc加雛！吻Nα．
　　　ガ。παZδゐ。πo〃躍θ，1969，pp．291－304．
［6コA．J．　Vandermeulen，“A　Remssion　from　Baumo1’s　Disease：Ways　to
　　　Publish　More　Articles”，　So漉加甥Eooπo〃∫∫c／bκ7πσZ，　Oct．1968，　PP．
38
経済社会の発展とボウモル氏病
　　189－91．
［7］W．J．　Bau皿01，　S．　A．　B．　Blackman，　and　E．　N．　Wolff，“U二balabced
　　Growth　Revisited：Asymptot三。　Stagllancy　a且d　New　Evidence，”ノ1．
　　E．1～．，Sept．1985，　pp．806－17．
［8］W．工Baumol　and　W．　G．　Bowe且，　P8吻欄擁A7まε：丁加Ecoπo痂6
　　D∫」θ〃襯σ，New　York，　Twentieth　Century　Fund，1966．
［9］H呈1da　Baumol　a且d　W．　J．　Baumo！，　ed．，好1観。π卿4伽Pθ吻7〃2ゴπg
　　／17’∫，New　York　University　Press，1984．
［ユ0］W．J．　Baumo1，照‘70∫加〃ッ：助ρ」’oθ”o”3伽40ア’8’欝，　Sussex，　Great
　　Britain，　Wheatsheaf　Books　Ltd．，1986．
追記：
　ボウモル教授は研究者の間では戦後間もなくから著名であり，現代の最も偉大
な経済学者の1人である。その研究分野も多岐にわたり，公刊された論文は数知
れず，著書も共著を含めれば1ダースにもなる。いかにして各分野での研究が進
められ，成果が得られるに至ったかについての興味あるストーリーが，彼の生立
ちと大学入学以後の経歴中のエピソードと交えて述べられた1文一ボウモル教
授の小自伝一が，最近の論文集［10］へのイントロダクションとして公にされ
た。次に本稿と関係のあるところを紹介しよう。
　まず，彼は経済学老であると同時に芸術家であることを知って頂こう。彼は
ユ939～42年の間，ニューヨークの大学で経済学を勉強するとともに，特に油絵と
リトグラフを修得した。卒業後，農務省に勤めてから，陸軍に入って欧州に派遣
されたが，聞もなく終戦となる。そしてドイツ軍の捕虜から木彫を教わったのが
きっかけで，以後それにもいそしむことになる。ところで，幸運にも教授の御尽
力で，私はプリンストン大学の客員研究員として1962年秋に渡米し，研究を続け
ることができた。お宅には，数多くの直筆の油絵と木彫刻が飾られ，大学の諸研
究室にもいくつかつつ飾られていた。彼は現在，プリンストン大学とニューヨー
ク大学の経済学教授であるが，前者では彫刻も教授している。
　このような教授に接近したのが，1960年ごろに芸術活動の経済分析を手がけよ
うとした，ロックフェラー3世と20世紀財団であった。結局，その要請に応じる
ことになったのは，教授と若い同僚のW．G．ボウエソ教授であった。後者は資料
の収集計画を立て，膨大な量の資料を集めて整理し，分析を行なったが，これに
はヒルダ夫人も参加した。ボウモル教授の役割は，この研究の全体的な目的と全
般的な研究計画を立てることであったが，とりわけ重要な貢献であると彼自ら考
えている点は，コスト病（ボウモル氏病）モデルを構成したことであった。この
研究の成果が［8コである。以来，夫人と教授はこの問題に関した共同研究を続け
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ており，最近その成果［9コが出版された。
　このような研究の過程において着想されたコスト病モデルは，ただ芸術の分野
にとどまることなく，幅広い応用範囲をもつために，その後，独立した論文〔1aコ
として公表された訳である。ところで，演奏芸術に関する共著［9コが出版される
と，多くの新聞紙上で大きく取り上げられたが，彼らにとって最も楽しかったの
はプルラウダ紙の記事であったという。それによれば，プリンストン大学の著名
な2人の経済学老が，資本主義はいかに芸術をだめにするか，ということを明ら
かにする書物を出版した，と。
　最期に，私自身の述懐であるが，帰国してすぐ問題の書［9コを手にし，その翌
年からは一連の論文を読んで，小論にまとめようとは思いつつも，当時は他のテー
マに関わっていたために時間のみが過ぎてしまった。しかし昨年，共同研究［7］
が発表され，その思いは再びつのったが，決定的になったのはボウモル御夫妻の
来日であった。本年3月末，学習院大学で開催された国際経済経営会議に教授が
参加されるためであった。御夫妻にお目にかかり，先生の講演を拝聴しえたこと，
そしてまた余裕のない日程をさいて私達家族と一夕を共に過して下さったこと
は，再び忘れえぬ思い出となった。ここに拙い小論をもって，御恩に報いたいと
願った次第である。
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